
新

・男女共 施・いきいき

規

通信の発行、「情報誌

完

ﾍﾟﾁｬ*ｸﾁｬ」に

了

男女

同参画いきいきフ

事

ォーラムを実施・いき

業

いき通信の発 共同参画

ゼ

に関する啓発や情報を

ロ

掲載

行、「情報誌ﾍﾟ

予

ﾁｬ*ｸﾁｬ」に男女

算

共同参画に関する啓発

事

や情報を掲載・第六次

業

須坂市男女共同参画計

担

画を策定

令和 6年度

当

　予定 令和 7年度　

者

予定

・市内企業や関係

全

機関と連携した研修会

体

等を実施

・男女共同参

計

画地域学習会等を実施

画

・男女共同参画いきい

経

きフォーラムを実施

・

費

啓発及び情報発信

区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤　和久

全体計画 経費区分 － 内線 3232

事務事業名 4150 男女共同参画社会づくり事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 020116 総務費・総務管理費・男女共同参画推進費
科目

事業 010000 男女共同参画社会づくり事業

事業目的 事業概要・効果 

・第六次次須坂市男女共同参画計画に基づき、男女共 ●市民の男女共同参画意識向上のため、男女共同参画

同参画社会づくりを推進する。 地域学習会等を実施する。

●市民との共創により企画・運営する男女共同参画い

きいきフォーラム等を実施する。

●第六次須坂市男女共同参画計画（2023～2

内

027年度）

を推進す

部

る。

●「情報誌ﾍﾟﾁ

評

ｬ*ｸﾁｬ」に男女共

価

同参画に関する啓発や

【

情報を掲載し、若者や

二

子育て世代に向けた情

次

報発信の

充実を図る。

】

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

1

績及び予定

令和 2年

頁

度　実績 令和 3年度

令

　実績

・男女共同参画

和

子育てセミナーを開催

　

・地域学習会、男女共

６

同参画いきいきフォー

年

ラムを実

・男女共同参

度

画いきいきフォーラム

　

を実施　　　 施。市民

行

意識調査を実施。いき

政

いき通信の発行、「情

評

・「情報誌ﾍﾟﾁｬ*

価

ｸﾁｬ」に男女共同参

事

画に関する啓発や 報誌

業

ﾍﾟﾁｬ*ｸﾁｬ」に

別

男女共同参画に関する

シ

啓発や情報を

　情報を

ー

掲載 掲載

・いきいき通

ト

信の発行

令和 4年度

実

　実績 令和 5年度　

計

実績

・市内企業等と連

対

携した研修会等を実施

象

（コロナによ ・地域学

評

習会、男女共同参画い

価

きいきフォーラムを実

対

り中止）・男女共同参

象

画地域学習会等を実施



域学習会を２回以上実施した自治会数とした。

の 理 由

最終年度 第五次須坂市総合計画の目標値とした。

目標の根拠

指 標 名 積極的に社会参加ができるよう講座を開催

算　　式 講座参加者の年度ごとの参加者累計 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 講座開催に伴う年度ごとの参加者数をもとに５年間の参加者累計を指標とした。

の 理 由

最終年度 第五次須坂市総合計画の目標値とした。

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決

内

　　　算 予　　　算

事

部

業費 3,592 4,6

評

52

国庫支出金 1,4

価

63 1,463

特 定

【

都道府県支出金 0 0

財

二

 源 地方債 0 0

その他

次

0 0

一般財源 2,12

】

9 3,189

正規職員

2

0.3 0.3
人員数

会

頁

計年度（フル） 0.0

指

0.0
（人）

会計年度

 

（パート） 1.5 1.

標

5

正規職員 2,111

 

.1 2,111.1

人

名

　員 会計年度（フル）

算

0.0 0.0

コスト 会

　

計年度（パート） 2,

　

653.5 2,653

式

.5

計 4,764.6

単

4,764.6

市民一

位

人当たりの経費 0.2

年

0.2

総額 8,356

　

.6 9,416.6

（

　

単位：千円）

令和 5

度

年度決算　事業費の内

令

訳

主な節 金額 内容

輝く

和

女と男セミナー講師謝

 

礼113、謝礼3
7節

3

  報償費 116

消耗

年

品59、食糧費9、「

度

男女共同参画いきいき

令

通信」印刷等226
1

和

0節 需用費 294

駐

 

車場整理業務委託10

4

12節 委託費 10

1

年

4節 工事請負費 0

1

度

8節 負担金補助及び

令

交付金 0

男女共同参画

和

推進委員報酬20、会

 

計年度任用職員報酬・

5

手当2,557、社保

年

4
その他 3,172

3

度

0、旅費20、郵便料

令

34、電話料20、広

和

報掲載料88、託児手

 

数料3

6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 女性役員がいる自治会数

算　　式 女性役員がいる自治会の実数 単位 町

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 69 69 69
目 標 値

実 績 56 51 51

指標選定 女性が区役員として登用されている自治会の実数とした。

の 理 由 平成29年度以降は、区・自治会への意識調査結果による。）

最終年度 第五次須坂市総合計画の目標値とした。

目標の根拠

指 標 名 男女共同参画地域学習会の実施

算　　式 男女共同参画地域学習会を開催した町の累計 単位 町

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 市内６９町（全町）開催を達成したため、男女共同参画地



委

所、学校、行政機関の

託

協働による取組みや男

費

女共同参画への働きか

1

けを継続して推進する

4

。
評   価

女性相談

節

員を配置し多様な問題

 

を抱える女性の相談に

工

対応し、DV相談など

事

緊急性の高い案件にも

請

速やかに対処
コメント

負

することができた。

・

費

事業の成果は上がって

1

いるか

・目標に対する

8

達成度は十分か

有 効

節

 性 ・市民生活上の課

 

題解決に貢献している

負

か 普通

・行政内部の管

担

理上の課題解決に貢献

金

しているか

・事業の目

補

的が達成できるような

助

事業内容になっている

及

か

男女共同参画市民会

び

議が主体となり、男女

交

共同参画いきいきフォ

付

ーラムを実施。活動紹

金

介や講演を通じて、家

そ

庭や地域における身近

の

な出来事から男女共同

他

参画を考え理解を深め

Ｃ

ることができた。
評 

Ｈ

  価
町別人権問題学

Ｅ

習会にて、男女共同参

Ｃ

画をテーマにする機会

Ｋ

もあり、輝く女と男務

個

セミナーなどを含め、

別

それ
コメント

ぞれの学

評

習の積み重ねにより、

価

性別役割分担意識の解

項

消に向けて継続した活

目

動を進める。

・成果を

評

落とさずにコストを削

価

減する方法はあるか

効

観

 率 性 ・効率性向上

点

に努めているか 変わら

評

ない

・使用料などの受

価

益者負担や補助対象事

内

業の範囲など、財源確

容

保の余地はないか

これ

・

までも、男女共同参画

市

いきいきフォーラムの

民

開催には、市民ボラン

の

ティアである男女共同

生

参画市民会議の

皆様と

命

企画、運営を行ってき

・

た。令和５年度は県と

財

の事業共催経費の節約

産

にも努めた。今後もコ

を

ストをあまり
評   

守

価
かけずに、市民企画

る

により事業の成果があ

た

がるよう工夫し実施す

め

る。
コメント

振り返り

市

（決算年度の取組み課

が

題）

男女共同参画いき

実

いきフォーラムでは、

施

男女共同参画市民会議

す

の活動を振り返り、須

る

坂市の男女共同参画3

こ

0年の取組みの

成果や

と

課題について、市民の

が

皆さんとともに考える

必

機会となった。第六次

要

男女共同参画計画によ

不

る事業推進がスタート

可

し

、女性新法による悩

欠

みを抱える女性への支

な

援や他課と類似した事

事

業の見直し等、今後も

業

、男女共同参画社会づ

で

くり事業と

して効果的

あ

な事業を検討していく

る

必要がある。

か

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

いきいきフォーラム謝

令

礼100、輝く女と男

和

セミナー謝礼40、話

 

し方講座謝
7節  報

6

償費 255
礼30、Ｗ

年

ＬＢ・ＳＮＳ・料理謝

度

礼75、謝礼10

消耗

当

品100、食糧費20

初

、「男女共同参画いき

予

いき通信」印刷等25

算

8
10節 需用費 37

　

8

駐車場整理業務委託

事

10
12節 委託費 1

業

0

14節 工事請負費

費

0

18節 負担金補助

の

及び交付金 0

男女共同

内

参画推進委員報酬65

訳

、会計年度任用職員報

主

酬・手当3,128、

な

社保5
その他 4,00

節

9
01、旅費74、郵

金

便料62、電話料36

額

、広報掲載料99、手

内

数料43、保険料１

Ｃ

容

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

7

評価観点 評価内容

・市

節

民の生命・財産を守る

 

ため市が実施すること

 

が必要不可欠な事業で

報

あるか

・行政内部の管

償

理運営上必要な事業で

費

あるか

必 要 性 ・市

1

が主体となり実施すべ

0

き事業か 高い

・法的な

節

根拠や公的関与の妥当

 

性はあるか

・目的は結

需

果（施策の目指す理想

用

）に結びついているか

費

家庭や地域、学校、職

1

場等様々な分野での、

2

男女共同参画や性別役

節

割分担意識の解消が必

 

要。また、市民や事

業



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

第六次須坂市男女共同参画計画に沿って事業を進め、 男女共同参画に向け、男女共同参画の意識

内

醸成を進め

男女共同参

部

画の推進を進める。 

評

る必要がある。

外部評

価

価

次年度以降の方向性

【

外部評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

令和 4年度　実績 令

規

和 5年度　実績

須坂

完

市人権政策推進基本方

了

針に基づく実施計画の

事

進捗 須坂市人権政策推

業

進基本方針に基づく実

ゼ

施計画の進捗

管理。同

ロ

推進本部員会議等、部

予

落差別をはじめあらゆ

算

管理。同推進本部員会

事

議等、部落差別をはじ

業

めあらゆ

る差別撤廃・

担

人権擁護審議会の開催

当

。地域人権交流施 る差

者

別撤廃・人権擁護審議

全

会の開催。地域人権交

体

流施

設の管理委託及び

計

指定管理委託。各団体

画

へ負担金支出 設の管理

経

委託及び指定管理委託

費

。各団体への負担金。

区

人権政策推進基本方針

分

の改訂。

令和 6年度

内

　予定 令和 7年度　

線

予定

須坂市人権政策推

事

進基本方針に基づく実

務

施計画の進捗

管理。同

事

推進本部員会議等、部

業

落差別をはじめあらゆ

名

る差別撤廃・人権擁護

所

審議会の開催。地域人

　

権交流施

設の管理委託

　

及び指定管理委託。各

属

団体への負担金。

人権

施

政策推進基本方針改定

　

に向けた審議会の開催

　

。

策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤 和久

全体計画 経費区分 － 内線 3232

事務事業名 4144 人権政策事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 020000 人権政策事業

事業目的 事業概要・効果 

基本的人権が尊重され、差別のない明るい社会の実現 須坂市人権政策推進基本方針に基づく事業、部落差別

を目指すため部落差別をはじめあらゆる差別をなくす をはじめあらゆる差別撤廃・人権擁護審議会による審

事業をすすめ、人権が尊重される社会づくりに積極的 議、地域人権交流施設の指定管理委託、各団体等への

に関わ

内

れるよう、市民一人ひ

部

とりの人権意識の高揚

評

を 負担金、会計年度任

価

用職員（パート時間給

【

）報酬、人

図る。 権政

二

策推進基本方針改定の

次

ための審議会委員報酬

】

、改

定業務委託料

ＰＬ

1

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

頁

び予定

令和 2年度　

令

実績 令和 3年度　実

和

績

須坂市人権政策推進

　

基本方針に基づく実施

６

計画の進捗 須坂市人権

年

政策推進基本方針に基

度

づく実施計画の進捗

管

　

理。須坂市人権政策推

行

進基本方針推進本部員

政

等の会 管理。同推進本

評

部員会議等、部落差別

価

をはじめあらゆ

議の開

事

催。部落差別をはじめ

業

あらゆる差別撤廃・人

別

権 る差別撤廃・人権擁

シ

護審議会の開催。地域

ー

人権交流施

擁護審議会

ト

。地域人権交流施設の

実

市の直営による委託 設

計

の管理委託及び指定管

対

理委託。各団体への負

象

担金。

及び指定管理に

評

よる委託。各団体に負

価

担金支出 本郷人権ふれ

対

あいｾﾝﾀｰの解体、

象

市民意識調査の実施。



般財源 6,481 5,460

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.5 0.5

正規職員 2,111.1 2,111.1

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 884.5 884.5

計 2,995.6 2,995.6

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 9,515.6 8,492.6

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品58、燃料費19、光熱水費(電気料)43、光熱水費(ガス代)22、
10節 需

内

用費 165
光熱水費(

部

水道料)15、光熱水

評

費8(下水道料)、修

価

繕料0

本郷地区同和施

【

設管理委託料50、地

二

域人権交流施設の指定

次

管理委託料326
12

】

節 委託費 2,274

2

人権政策推進基本方針

頁

改定業務委託料1,8

指

98

14節 工事請負

 

費 0

長野犯罪被害者支

標

援センター負担金98

 

、会議出席負担金0
1

名

8節 負担金補助及び

算

交付金 98

報酬2,7

　

82、職員手当等55

　

5、パートタイム会計

式

年度任用職員社会保険

単

料53
その他 3,98

位

3
2、旅費53、役務

年

費3、土地借上料58

　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,520 5,497

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 39 37

一



委

民一人ひとりが人権問

託

題を自らの課題と

して

費

受け止め、家庭、学校

1

、職場等で人権が尊重

4

され、差別のない明る

節

い須坂市の実現に向け

 

主体的かつ積極
評  

工

 価
的に取り組む必要

事

がある。　　　　　　

請

　　　　　　　　　　

負

　　　　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　

1

　
コメント

　　　　　

8

　　　　　　　　　　

節

　　　　　　　　　　

 

　　　　　　　　　　

負

　　　　　　　　　　

担

　　　　

　　　　　　

金

　　　　　　　　　

・

補

事業の成果は上がって

助

いるか

・目標に対する

及

達成度は十分か

有 効

び

 性 ・市民生活上の課

交

題解決に貢献している

付

か 普通

・行政内部の管

金

理上の課題解決に貢献

そ

しているか

・事業の目

の

的が達成できるような

他

事業内容になっている

Ｃ

か

各町の人権課題にあ

Ｈ

わせた「町別人権問題

Ｅ

学習会」の開催により

Ｃ

、人権課題が身近に存

Ｋ

在することや人権問題

個

の正しい知識の習得と

別

課題解決に向けた学習

評

となるよう継続して実

価

施する。
評   価

コ

項

メント

・成果を落とさ

目

ずにコストを削減する

評

方法はあるか

効 率 

価

性 ・効率性向上に努め

観

ているか 変わらない

・

点

使用料などの受益者負

評

担や補助対象事業の範

価

囲など、財源確保の余

内

地はないか

行政財産で

容

ある施設を貸し出すこ

・

とにより、財源確保に

市

努めた。

評   価

コ

民

メント

振り返り（決算

の

年度の取組み課題）

須

生

坂市人権政策推進基本

命

方針に基づく人権関連

・

施策について、各課の

財

取組み実績や事業計画

産

に基づき進行計画を行

を

った。

人権問題を自ら

守

の課題として受け止め

る

、人権が尊重される社

た

会を目指し、主体的な

め

行動ができるよう継続

市

して取り組んで

行く。

が

なお、須坂市人権政策

実

基本方針の改訂作業が

施

完了した。今後、新し

す

い基本方針の周知や事

る

業計画に基づき人権課

こ

題の解決

を進める。ま

と

た、地域人権交流施設

が

及び2001年度答申

必

に基づく同和関連施設

要

のあり方について引き

不

続き検討する。

可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品115、燃料費19

和

、光熱水費(電気料)

 

83、光熱水費(ガス

6

代)29、
10節 需

年

用費 395
光熱水費(

度

水道料)25、光熱水

当

費(下水道使用料)1

初

4、修繕料110

本郷

予

地区同和施設管理委託

算

料50、地域人権交流

　

施設の指定管理委託3

事

26、
12節 委託費

業

376

14節 工事請

費

負費 0

長野犯罪被害者

の

支援センター負担金9

内

7、会議出席負担金3

訳

9
18節 負担金補助

主

及び交付金 136

報酬

な

91、会計年度任用職

節

員報酬2,860、同

金

職員社会保険607、

額

同職員期末手
その他 4

内

,590
当832、旅

容

費125、郵便料18

7

、土地借上料57

ＣＨ

節

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

 

価観点 評価内容

・市民

 

の生命・財産を守るた

報

め市が実施することが

償

必要不可欠な事業であ

費

るか

・行政内部の管理

1

運営上必要な事業であ

0

るか

必 要 性 ・市が

節

主体となり実施すべき

 

事業か 普通

・法的な根

需

拠や公的関与の妥当性

用

はあるか

・目的は結果

費

（施策の目指す理想）

1

に結びついているか

須

2

坂市人権政策須信基本

節

方針に基づく施策を実

 

施することにより、市



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人権に関する５つの法律を踏まえ、須坂市人権政策推 施策を継続しながら、中長期的視野で進め

内

る必要があ

進基本方針

部

に基づく政策を実施し

評

ていく。 る。

外部評価

価

次年度以降の方向性

外

【

部評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

響により中止）

令和 

規

4年度　実績 令和 5

完

年度　実績

部落差別を

了

はじめあらゆる差別を

事

なくす事業補助金 部落

業

差別をはじめあらゆる

ゼ

差別をなくす事業補助

ロ

金

研修指導者養成事業

予

（須坂市協議会593

算

、同須高地区 研修指導

事

者養成事業（須坂市協

業

議会565、同須高地

担

区

協議会269）、研

当

修事業（同須坂市協議

者

会100） 協議会30

全

4）、研修事業（同須

体

坂市協議会100）

部

計

落解放・人権政策確立

画

要求須坂市実行委員会

経

負担金 部落解放・人権

費

政策確立要求須坂市実

区

行委員会負担金

0（コ

分

ロナ禍の影響により中

内

止） 100

令和 6年

線

度　予定 令和 7年度

事

　予定

部落差別をはじ

務

めあらゆる差別をなく

事

す事業補助金（

研修指

業

導者養成事業、研修事

名

業）

部落解放・人権政

所

策確立要求須坂市実行

　

委員会負担金

　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤 和久

全体計画 経費区分 － 内線 3232

事務事業名 4145 部落差別をはじめあらゆる差別をなくす活動助成事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 030000 部落差別をはじめあらゆる差別をなくす活動助成事業

事業目的 事業概要・効果 

部落差別をはじめあらゆる差別の早期解消をめざして 部落解放同盟須坂市協議会及び部落解放同盟須高地区

活動する団体が行う事業を支援することにより、指導 協議会へ、部落差別をはじめあらゆる差別をなくすた

者を養成するとともに、指導者が

内

差別をなくす取組み め

部

の事業に要した経費に

評

対して補助金を交付す

価

る。人

を広く市民に周

【

知し、あらゆる差別の

二

解消をめざす。 権侵害

次

救済法の早期制定に向

】

けた部落解放・人権政

1

策

確立要求須坂市実行

頁

委員会へ負担金を交付

令

する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

和

年度実績及び予定

令和

　

 2年度　実績 令和 

６

3年度　実績

部落差別

年

をはじめあらゆる差別

度

をなくす事業補助金 部

　

落差別をはじめあらゆ

行

る差別をなくす事業補

政

助金

研修指導者養成事

評

業（須坂市協議会35

価

3　同須高地区 研修指

事

導者養成事業（須坂市

業

協議会423、同須高

別

地区

協議会127）　

シ

研修事業（同須坂市協

ー

議会100） 協議会1

ト

88、研修事業（同須

実

坂市協議会100）

部

計

落解放・人権政策確立

対

要求須坂市実行委員会

象

負担金 部落解放・人権

評

政策確立要求須坂市実

価

行委員会負担金

0（コ

対

ロナ禍の影響により中

象

止） 0（コロナ禍の影



財源 1,069 1,481

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,407.4 1,407.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,407.4 1,407.4

市民一人当たりの経費 0.0 0.1

総額 2,476.4 2,888.4

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

補助金969(須坂市協議665、須高地区

内

協議会304)、負担

部

金100
18節 負担

評

金補助及び交付金 1,

価

069

その他 0

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,069 1,481

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般



委

達成できるような事業

託

内容になっているか

補

費

助金の目的は、指導者

1

養成等(指導的役割を

4

果たす人材の確保・育

節

成)だが、特定の人だ

 

けが事業に参加して

い

工

る状況。また、同和問

事

題に偏っているため、

請

補助対象事業や補助金

負

額及び補助事業のあり

費

方を見直す必要が
評 

1

  価
ある

コメント

・

8

成果を落とさずにコス

節

トを削減する方法はあ

 

るか

効 率 性 ・効率

負

性向上に努めているか

担

変わらない

・使用料な

金

どの受益者負担や補助

補

対象事業の範囲など、

助

財源確保の余地はない

及

か

適正な事業内容とな

び

るよう指導、助言をし

交

ているが、事業目的に

付

沿った内容ではないた

金

め、引き続き指導、助

そ

言をしていく必要があ

の

る。補助金のあり方に

他

ついて検討、協議する

Ｃ

必要がある。
評   

Ｈ

価

コメント

振り返り（

Ｅ

決算年度の取組み課題

Ｃ

）

補助金事業の内容は

Ｋ

、上部団体からの要請

個

による研修・大会等へ

別

の参加が多く見受けら

評

れる。また、参加者も

価

特定の人に

限られてい

項

る。補助金の目的であ

目

る指導者養成につなげ

評

るために、研修等で培

価

った知識や経験に基づ

観

いた講演会を開くな

ど

点

、あらゆる差別撤廃に

評

向けた指導者として活

価

躍できる機会の設定等

内

検討する必要がある。

容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

補助金1,3

6

81（須坂市協議会9

年

07、須高地区協議会

度

474）、負担金10

当

0
18節 負担金補助

初

及び交付金 1,481

予

 

その他 0

ＣＨＥＣＫ

算

個別評価

項目 評価観点

　

評価内容

・市民の生命

事

・財産を守るため市が

業

実施することが必要不

費

可欠な事業であるか

・

の

行政内部の管理運営上

内

必要な事業であるか

必

訳

 要 性 ・市が主体と

主

なり実施すべき事業か

な

普通

・法的な根拠や公

節

的関与の妥当性はある

金

か

・目的は結果（施策

額

の目指す理想）に結び

内

ついているか

補助金の

容

目的は、指導者養成等

7

(指導的役割を果たす

節

人材の確保・育成)だ

 

が、特定の人だけが事

 

業に参加して

いる状況

報

。また、同和問題に偏

償

っているため、補助対

費

象事業や補助金額及び

1

補助事業のあり方を見

0

直す必要が
評   価

節

ある。
コメント

・事業

 

の成果は上がっている

需

か

・目標に対する達成

用

度は十分か

有 効 性

費

・市民生活上の課題解

1

決に貢献しているか 普

2

通

・行政内部の管理上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか

・事業の目的が



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人権に関する５つの法律を踏まえ、人権問題解決に向 補助金事業は、すべての人権課題を解決す

内

る学びの場

けて活動し

部

ている団体の交付して

評

いる補助金で実施す と

価

していくことが必要

る

【

事業の適正な事業実施

二

に向けて、指導、助言

次

してい

く必要がある。

】

外部評価

次年度以降の

4

方向性

外部評価コメン

頁

ト

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

して人権の花運動等を

規

実施 国からの受託事業

完

として人権の花運動等

了

を実施

令和 6年度　

事

予定 令和 7年度　予

業

定

特設相談所（よろず

ゼ

なんでも相談）の開設

ロ

長野人権擁護委員協議

予

会須高地区協議会総会

算

長野人権擁護委員協議

事

会須高地区協議会研修

業

会

担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤 和久

全体計画 経費区分 － 内線 3232

事務事業名 4146 人権擁護事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 040000 人権擁護事業

事業目的 事業概要・効果 

憲法で国民に保障されている基本的人権を擁護し、自 人権の花を咲かせるために人権擁護委員の活動を支援

由人権思想の普及高揚を図る取組をしている人権擁護 することで、人権啓発活動等を進展する一助とする。

委員の活動を支援し、人権擁護活動について広く市民 長野地域ネットワーク協議会による人権啓発活動地方

へ周知

内

を図る。 委託事業(地

部

域人権活性化事業)と

評

して、人権の花運動

等

価

を実施。

ＰＬＡＮ－Ｄ

【

Ｏ

年度実績及び予定

令

二

和 2年度　実績 令和

次

 3年度　実績

特設相

】

談所（よろずなんでも

1

相談）の開設　10回

頁

特設相談所（よろずな

令

んでも相談）の開設　

和

11回

長野人権擁護委

　

員協議会須高地区協議

６

会総会 長野人権擁護委

年

員協議会須高地区協議

度

会総会

長野人権擁護委

　

員協議会須高地区協議

行

会研修会 長野人権擁護

政

委員協議会須高地区協

評

議会研修会

令和 4年

価

度　実績 令和 5年度

事

　実績

特設相談所（よ

業

ろずなんでも相談）の

別

開設　12回 特設相談

シ

所（よろずなんでも相

ー

談）の開設　12回

長

ト

野人権擁護委員協議会

実

須高地区協議会総会 長

計

野人権擁護委員協議会

対

須高地区協議会総会

長

象

野人権擁護委員協議会

評

須高地区協議会研修会

価

長野人権擁護委員協議

対

会須高地区協議会研修

象

会

国からの受託事業と



7 317

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 703.7 703.7

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,020.7 1,020.7

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品78
10節 需用費 79

 

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

負担金237（長野人権擁護委員協議会165、須坂市人権擁護

内

委員72)
18節 負

部

担金補助及び交付金 2

評

37

役務費2（郵便料

価

2）
その他 1

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 317 317

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 31



委

政内部の管理上の課題

託

解決に貢献しているか

費

・事業の目的が達成で

1

きるような事業内容に

4

なっているか

相談所開

節

設により、人権問題解

 

決の機会を確保してい

工

る。

評   価

コメン

事

ト

・成果を落とさずに

請

コストを削減する方法

負

はあるか

効 率 性 ・

費

効率性向上に努めてい

1

るか 変わらない

・使用

8

料などの受益者負担や

節

補助対象事業の範囲な

 

ど、財源確保の余地は

負

ないか

人権擁護委員の

担

役割や相談所の開設に

金

ついて、市報やHP、

補

隣組回覧等により引き

助

続き広報していく。

相

及

談者の人権問題解決に

び

結びつくよう、人権擁

交

護委員との連携を図る

付

。
評   価

コメント

金

振り返り（決算年度の

そ

取組み課題）

人権擁護

の

委員による自主的活動

他

として事業を計画、実

Ｃ

施していただいている

Ｈ

。

人権擁護委員の役割

Ｅ

や相談所の開設につい

Ｃ

て引き続き広報すると

Ｋ

ともに、相談者の問題

個

解決に結びつくよう、

別

連携を図る

。

評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品78
10節 需用費

和

78

12節 委託費 0

 

14節 工事請負費 0

6

負担金237（長野人

年

権擁護委員協議会16

度

4、須坂市人権擁護委

当

員72）
18節 負担

初

金補助及び交付金 23

予

6

役務費3（郵便料3

算

）
その他 3

ＣＨＥＣＫ

　

個別評価

項目 評価観点

事

評価内容

・市民の生命

業

・財産を守るため市が

費

実施することが必要不

の

可欠な事業であるか

・

内

行政内部の管理運営上

訳

必要な事業であるか

必

主

 要 性 ・市が主体と

な

なり実施すべき事業か

節

高い

・法的な根拠や公

金

的関与の妥当性はある

額

か

・目的は結果（施策

内

の目指す理想）に結び

容

ついているか

人権擁護

7

委員の存在や活動内容

節

を市民に周知すること

 

により人権問題の解決

 

に結びつけていく。

人

報

権擁護委員による「特

償

設よろずなんでも相談

費

」を毎月第３火曜日に

1

人権交流センターで実

0

施。(6月、12月は

節

評   価
市役所会議

 

室)。市報やHPに、

需

隣組回覧により周知。

用

コメント

・事業の成果

費

は上がっているか

・目

1

標に対する達成度は十

2

分か

有 効 性 ・市民

節

生活上の課題解決に貢

 

献しているか 有効

・行



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

相談者からの様々な相談内容に対応し、問題解決に結 人権擁護委員活動と連携していくことが重

内

要

びつけるような活動

部

を支援し、協力、連携

評

していく必

要がある。

価

 

外部評価

次年度以降

【

の方向性

外部評価コメ

二

ント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤 和久

全体計画 経費区分 － 内線 3232

事務事業名 4147 住宅新築資金等貸付金回収事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 050000 住宅新築資金等貸付金回収事業

事業目的 事業概要・効果 

住宅新築資金等貸付金の早期回収をすること 滞納者及び連帯保証人と連絡を密にとり、滞納額の減

少に努める

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

現年度　80,000円（元金69,617円、利子10,383円） 現年度　240,000円（元金22

内

2,526円、利子1

部

7,474円）

過年度

評

滞納額　923,26

価

8円（元金747,7

【

86円、利子175,

二

過年度滞納額　384

次

,000円（元金31

】

0,192円、利子7

1

3,8

482円） 08

頁

円

新築１件について、

令

条例に基づき債権を放

和

棄した。(6

,899

　

,116円）

令和 4

６

年度　実績 令和 5年

年

度　実績

現年度　24

度

0,000円（元金2

　

31,306円、利子

行

8,694円） 現年度

政

　98,975円（元

評

金98,402円、利

価

子573円）

過年度滞

事

納額　264,000

業

円（元金221,48

別

0円、利子42,5 過

シ

年度滞納額　405,

ー

025円（元金307

ト

,265円、利子97

実

,7

20円） 60円）

計

令和 6年度　予定 令

対

和 7年度　予定

目標

象

504,000円（過

評

年度分）

２人２件分の

価

早期回収

 

対象



正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.3 0.3

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 530.7 530.7

計 1,234.4 1,234.4

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,271.4 1,294.4

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品34
10節 需用費 34

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

役務費3(手数料1)
そ

内

の他 3

部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 37 60

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 5 5

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 32 55



委

   価
滞納分は分納

託

誓約書により定期的に

費

回収しているが、少額

1

のため完済には期間を

4

要する。
コメント

・成

節

果を落とさずにコスト

 

を削減する方法はある

工

か

効 率 性 ・効率性

事

向上に努めているか 変

請

わらない

・使用料など

負

の受益者負担や補助対

費

象事業の範囲など、財

1

源確保の余地はないか

8

債務者及び連帯保証人

節

と連絡をとり、早期完

 

済を目指す。

評   

負

価

コメント

振り返り（

担

決算年度の取組み課題

金

）

債務者及び連帯保証

補

人が年金生活者の場合

助

、他に債務を抱えてい

及

るケースもあり、計画

び

に沿った回収はできて

交

いない。

分納返済額の

付

増額交渉、連帯保証人

金

への催告書等粘り強く

そ

行い、早期完済を目指

の

す。

債務者の財産や収

他

入状況などは、個人情

Ｃ

報のため把握が難しい

Ｈ

。

ＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品36
10節 需用費

和

36

12節 委託費 0

 

14節 工事請負費 0

6

18節 負担金補助及

年

び交付金 0

旅費3、役

度

務費21（郵便料6、

当

手数料15）
その他 2

初

4

ＣＨＥＣＫ

個別評価

予

項目 評価観点 評価内容

算

・市民の生命・財産を

　

守るため市が実施する

事

ことが必要不可欠な事

業

業であるか

・行政内部

費

の管理運営上必要な事

の

業であるか

必 要 性

内

・市が主体となり実施

訳

すべき事業か 普通

・法

主

的な根拠や公的関与の

な

妥当性はあるか

・目的

節

は結果（施策の目指す

金

理想）に結びついてい

額

るか

本貸付金は市が債

内

権者であるため、債務

容

者及び連帯保証人から

7

貸付金を回収する。

評

節

   価

コメント

・事

 

業の成果は上がってい

 

るか

・目標に対する達

報

成度は十分か

有 効 

償

性 ・市民生活上の課題

費

解決に貢献しているか

1

あまり有効ではない

・

0

行政内部の管理上の課

節

題解決に貢献している

 

か

・事業の目的が達成

需

できるような事業内容

用

になっているか

現年度

費

償還分について、毎月

1

定額を回収できている

2

が、返済計画額に満た

節

ないため、滞納分に上

 

乗せされてし

まう。
評



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 抜本的見直し（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

債権者及び連帯保証人が高齢、年金生活者のため、返 戸別債権の状況を見極め、民法に基づく回

内

収や債権放

済額の増額

部

や回収が困難な状況で

評

あるが、できる限り 棄

価

など的確な債権管理を

【

実行していく。

の手段

二

を用いて回収に取り組

次

む必要がある。

外部評

】

価

次年度以降の方向性

4

外部評価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中澤 和久

全体計画 経費区分 － 内線 3232

事務事業名 4149 人権交流センター運営事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030402 民生費・人権同和政策費・人権交流センター費
科目

事業 020000 人権交流センター運営事業

事業目的 事業概要・効果 

地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発のための住 部落差別をはじめあらゆる差別をなくすために各種相

民交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターと 談事業、人権交流講座、地域福祉事業の実施、市民へ

して、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のため の広報活動として広報への啓発記

内

事掲載など、全市的

の

部

各種事業を行う。 な人

評

権問題の啓発や地域の

価

実情に即した活動を行

【

う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

二

度実績及び予定

令和 

次

2年度　実績 令和 3

】

年度　実績

人権交流セ

1

ンター運営審議会、人

頁

権交流講座、各種相 人

令

権交流センター運営審

和

議会、人権交流講座、

　

各種相

談事業、地域福

６

祉事業、シトラスリボ

年

ン講習会 談事業、地域

度

福祉事業

令和 4年度

　

　実績 令和 5年度　

行

実績

人権交流センター

政

運営審議会、人権交流

評

講座、各種相 人権交流

価

センター運営審議会、

事

人権交流講座、各種相

業

談事業、地域福祉事業

別

談事業

令和 6年度　

シ

予定 令和 7年度　予

ー

定

人権交流センター運

ト

営審議会、人権交流講

実

座、各種相

談事業

計対象 評価対象



その他 30 40

一般財源 3,288 4,499

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 1.0 1.0
（人）

会計年度（パート） 0.6 0.6

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 3,581.0 3,581.0

コスト 会計年度（パート） 1,061.4 1,061.4

計 5,346.1 5,346.1

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 11,667.1 12,919.1

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

講師謝礼4
7節  報償費 4

消耗品172、燃料費75、食糧費1、

内

印刷製本費24、光熱

部

水費650（電気51

評

3、
10節 需用費 9

価

73
ガス65、上水5

【

5、下水17）修繕料

二

51

生活相談委託32

次

4、清掃業務委託80

】

12節 委託費 404

2

14節 工事請負費 0

頁

県隣保館協議会負担金

指

88
18節 負担金補

 

助及び交付金 88

会計

標

年度給料・手当3,1

 

61、社会保険料63

名

8、役務費168、使

算

用料賃借料885
その

　

他 4,852

　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,321 7,573

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 3,003 3,034

財 源 地方債 0 0



委

し

て交流センターが設

託

置されている。しかし

費

、相談事業等には充実

1

た人員体制が必要で、

4

十分機能しているかは

節

評   価
疑問。人権

 

啓発に係る事業につい

工

ては、同種の事業を教

事

育委員会でも実施して

請

おり、事業の見直し(

負

廃止を含
コメント

む)

費

が必要。

・事業の成果

1

は上がっているか

・目

8

標に対する達成度は十

節

分か

有 効 性 ・市民

 

生活上の課題解決に貢

負

献しているか あまり有

担

効ではない

・行政内部

金

の管理上の課題解決に

補

貢献しているか

・事業

助

の目的が達成できるよ

及

うな事業内容になって

び

いるか

人権交流センタ

交

ー事業のうち、人権問

付

題に関する総合相談窓

金

口として、専門性の高

そ

い相談窓口への取次と

の

して

相談者に寄り添っ

他

た対応を行っている。

Ｃ

評   価
人権啓発教

Ｈ

材の貸出しは人権同和

Ｅ

教育課でもむ可能。
コ

Ｃ

メント
貸館事業は社会

Ｋ

福祉法に則った活動に

個

対して貸し出しを行っ

別

ているが、さらに充実

評

させるため周知が必要

価

。

・成果を落とさずに

項

コストを削減する方法

目

はあるか

効 率 性 ・

評

効率性向上に努めてい

価

るか 変わらない

・使用

観

料などの受益者負担や

点

補助対象事業の範囲な

評

ど、財源確保の余地は

価

ないか

冷暖房使用料、

内

複写機使用料を徴収し

容

た。

評   価

コメン

・

ト

振り返り（決算年度

市

の取組み課題）

部落差

民

別をはじめあらゆる差

の

別撤廃、人権問題の解

生

決に向けた総合相談窓

命

口としての機能を保持

・

しつつ、今後の人権交

財

流

センターのあり方と

産

して、隣保館事業とし

を

ての見直しや貸館業務

守

など、時代の変化や実

る

施事業及び実績に基づ

た

き事業の廃

止等の検討

め

が必要。

市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼15
7節  

令

報償費 15

消耗品20

和

5、燃料費80、食糧

 

費1、印刷製本費27

6

、光熱水費753（電

年

気580、
10節 需

度

用費 1,385
ガス7

当

3、上水70、下水3

初

0）修繕料319

生活

予

相談委託324、清掃

算

業務委託80
12節 

　

委託費 404

14節 

事

工事請負費 0

県隣保館

業

協議会負担金88、会

費

議等出席負担金8
18

の

節 負担金補助及び交

内

付金 96

報酬23、給

訳

料2,690、職員手

主

当1,049、会計年

な

度任用職員社会保険料

節

739、
その他 5,6

金

73
旅費29、役務費

額

330、使用料賃借料

内

808、自動車重量税

容

5

ＣＨＥＣＫ

個別評価

7

項目 評価観点 評価内容

節

・市民の生命・財産を

 

守るため市が実施する

 

ことが必要不可欠な事

報

業であるか

・行政内部

償

の管理運営上必要な事

費

業であるか

必 要 性

1

・市が主体となり実施

0

すべき事業か 普通

・法

節

的な根拠や公的関与の

 

妥当性はあるか

・目的

需

は結果（施策の目指す

用

理想）に結びついてい

費

るか

地域に身近なコミ

1

ュニティセンターとし

2

て地域公民館等が整備

節

されているが、人権啓

 

発のための拠点施設と



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

開かれたコミュニティセンターとして人権のまちづく 様々な人権課題解決のために、相談体制を

内

充実し、人

りを推進し

部

ていく。 権啓発事業に

評

も引き続き取組み、人

価

権のまちづくりを

推進

【

していく必要がある。

二

今後、より良いセンタ

次

ーの

あり方について検

】

討することは大切であ

4

る。

外部評価

次年度以

頁

降の方向性

外部評価コ

Ａ

メント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

校長会と職員懇談会の

規

開催

・新任教職員人権

完

教育研修会の開催

・学

了

校及びPTA人権教育

事

推進校を指定し、学習

業

の成果

を市民大集会で

ゼ

発表

・学校人権教育主

ロ

任会の開催

予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 森　まゆみ

全体計画 経費区分 － 内線 3632

事務事業名 4330 学校人権教育推進事業

所　　属 300400 教育委員会事務局・人権同和教育課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100802 教育費・人権同和教育費・学校人権同和教育費
科目

事業 010000 学校人権教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

身のまわりにあるさまざまな差別や偏見を具体的に取 児童生徒の発達段階に応じて、部落差別をはじめさま

り上げ、正しく理解するとともに、差別されている人 ざまな人権問題を理解し、課題解決に向けて行動でき

々の心の痛みに共感し、差別意識の克服を自己の課題 る「人権尊重の教育」を教育計画へ明確に位置

内

付ける

として日々実践

部

できる力を育成する。

評

。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

価

度実績及び予定

令和 

【

2年度　実績 令和 3

二

年度　実績

・新任教職

次

員人権教育研修会及び

】

学校及びＰＴＡ人権 ・

1

新任教職員人権教育研

頁

修会の開催

教育の強化

令

推進校の指定、学習の

和

成果を「市民大集会 ・

　

学校及びＰＴＡ人権教

６

育の強化推進校を指定

年

し、学

」での発表は新

度

型コロナウイルス感染

　

症拡大防止のた 習の成

行

果を「市民大集会兼市

政

民のつどい」で発表

め

評

中止

令和 4年度　実

価

績 令和 5年度　実績

事

・新任教職員人権教育

業

研修会の開催 ・新任教

別

職員人権教育研修会の

シ

開催

・学校及びPTA

ー

人権教育推進校を指定

ト

し、学習の成果 ・学校

実

及びPTA人権教育推

計

進校を指定し、学習の

対

成果

を市民大集会で発

象

表 を市民大集会で発表

評

・学校人権教育主任会

価

を開催し意見交換を実

対

施

令和 6年度　予定

象

令和 7年度　予定

・



2,122 2,394

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.4 0.4
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,407.4 1,407.4

人　員 会計年度（フル） 1,432.4 1,432.4

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,839.8 2,839.8

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 4,961.8 5,233.8

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

標語筆耕謝礼20
7節  報償費 20

人権教育副読本「あけぼの」の購入488、その他消耗品64、啓発

内

用資料等
10節 需用

部

費 632
印刷75、食

評

糧費5

12節 委託費

価

0

14節 工事請負費

【

0

学校人権教育活動費

二

交付金1,270、中

次

学校ブロック人権教育

】

研修費交付金2
18節

2

 負担金補助及び交付

頁

金 1,470
00

その

指

他 0

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,122 2,394

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源



委

の成果は上がっている

託

か

・目標に対する達成

費

度は十分か

有 効 性

1

・市民生活上の課題解

4

決に貢献しているか 有

節

効

・行政内部の管理上

 

の課題解決に貢献して

工

いるか

・事業の目的が

事

達成できるような事業

請

内容になっているか

各

負

学校で年度当初、人権

費

教育計画書を作成して

1

もらい学校人権教育の

8

現状や状況を把握し、

節

児童生徒及びPTA

に

 

も人権教育を推進して

負

いる。（学校人権教育

担

で使用する副読本「あ

金

けぼの」の配布、学校

補

人権教育主任会の
評 

助

  価
開催、中学校ブ

及

ロック人権教育研修会

び

・研究会の実施など）

交

また、新任教職員人権

付

教育研修会を開催し須

金

坂市
コメント

としての

そ

人権教育の取組みを知

の

ってもらい自ら考え実

他

践してもらうように働

Ｃ

きかけている。

・成果

Ｈ

を落とさずにコストを

Ｅ

削減する方法はあるか

Ｃ

効 率 性 ・効率性向

Ｋ

上に努めているか やや

個

向上

・使用料などの受

別

益者負担や補助対象事

評

業の範囲など、財源確

価

保の余地はないか

学校

項

での人権教育を進める

目

うえで、学校人権活動

評

交付金を有効活用して

価

もらう、授業で使用す

観

る副読本「あけ

ぼの」

点

は、学校の現有冊数を

評

把握し改訂に合わせ必

価

要部数を購入し学校に

内

配布している。
評  

容

 価

コメント

振り返り

・

（決算年度の取組み課

市

題）

「須坂市人権政策

民

推進基本方針」及び「

の

須坂市人権教育推進計

生

画」、各学校の人権教

命

育計画により事業を進

・

めているが、

時代の変

財

化とともに人権課題が

産

多様化してきている。

を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

標語感謝状等筆耕謝礼

令

20
7節  報償費 2

和

0

人権教育副読本「あ

 

けぼの」の購入710

6

、その他消耗品109

年

、啓発用標語ポ
10節

度

 需用費 904
スター

当

等印刷80、食糧費5

初

12節 委託費 0

14

予

節 工事請負費 0

学校

算

人権教育活動費交付金

　

1,270・中学校ブ

事

ロック人権教育研修費

業

交付金2
18節 負担

費

金補助及び交付金 1,

の

470
00

その他 0

Ｃ

内

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

訳

評価観点 評価内容

・市

主

民の生命・財産を守る

な

ため市が実施すること

節

が必要不可欠な事業で

金

あるか

・行政内部の管

額

理運営上必要な事業で

内

あるか

必 要 性 ・市

容

が主体となり実施すべ

7

き事業か 必要不可欠

・

節

法的な根拠や公的関与

 

の妥当性はあるか

・目

 

的は結果（施策の目指

報

す理想）に結びついて

償

いるか

児童生徒の発達

費

段階に応じて、身の回

1

りの様々な人権問題（

0

差別や偏見など）を具

節

体的に取り上げ、正し

 

い知

識を理解すること

需

で、差別されている人

用

々などの心の痛みを共

費

感する。多様化してい

1

る人権問題を学び克服

2

す
評   価

る実践力

節

を育成する事は重要で

 

ある。
コメント

・事業



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

総合計画の施策の目指す姿の実現のため、継続して取 学校教育における人権教育は、人権教育全

内

体の根幹を

組みが必要

部

。 成すもの。副読本「

評

あけぼの」等を活用し

価

、身の回り

にある様々

【

な差別や偏見を具体的

二

に取り上げることで

、

次

正しく理解し実践する

】

力を育むことが重要で

4

ある。

外部評価

次年度

頁

以降の方向性

外部評価

Ａ

コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

回、延べ参加者2,

教

規

材の貸し出しなど、さ

完

まざまな機会をとらえ

了

て学習 543人）やポ

事

スター・標語の募集、

業

視聴覚教材の貸し

・啓

ゼ

発を行い人権教育を推

ロ

進する。人権のまちづ

予

くり 出しなど、さまざ

算

まな機会をとらえて学

事

習・啓発を行

推進会議

業

・企業人権教育推進会

担

議の活動を支援した。

当

い人権教育を推進した

者

。人権のまちづくり推

全

進会議・

企業人権教育

体

推進会議の活動を支援

計

した。

令和 6年度　

画

予定 令和 7年度　予

経

定

・人権教育推進員や

費

地域公民館長等関係者

区

との会議（

2回）・区

分

長、分館長等へリーダ

内

ー養成講座を開催

・町

線

別人権問題学習会（6

事

9町）各団体等への活

務

動支援

・人権啓発資料

事

の配布及び標語の募集

業

、視聴覚教材の

貸し出

名

しなど

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 森　まゆみ

全体計画 経費区分 － 内線 3632

事務事業名 4331 人権教育推進事業

所　　属 300400 教育委員会事務局・人権同和教育課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100803 教育費・人権同和教育費・社会人権同和教育費
科目

事業 010000 人権教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

学習・研修が知識理解にとどまらず、実践につながる 互いに多様性を認め合い人権を尊重し合い、明るく住

ような組織化と、自主的・積極的な啓発・広報活動を みよいまちづくりを目指すため、すべての家庭、地域

推進する。 、企業・職場、団体・組織において人権教育を推進し

、部落差別をはじめあらゆる差別をなくす必

内

要性を社

会生活や歴史

部

、文化等に関連付けて

評

学び、差別を許さ

ない

価

明るい家庭、職場、地

【

域づくりを、自主的・

二

組織

的活動を推進する

次

。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

】

度実績及び予定

令和 

1

2年度　実績 令和 3

頁

年度　実績

町別人権問

令

題学習会やポスター・

和

標語の募集、視聴覚 ・

　

町別人権問題学習会(

６

66町実施)

教材の貸

年

し出しなど、さまざま

度

な機会をとらえて学習

　

・ポスター・標語の募

行

集、視聴覚教材の貸し

政

出しなど

・啓発を行い

評

、人権教育を推進する

価

。人権のまちづく 、さ

事

まざまな機会をとらえ

業

て学習・啓発を行った

別

。

り推進会議・企業人

シ

権教育推進会議の活動

ー

を支援した ・人権のま

ト

ちづくり推進会議・企

実

業人権教育推進会議

。

計

の活動を支援した。

令

対

和 4年度　実績 令和

象

 5年度　実績

町別人

評

権問題学習会やポスタ

価

ー・標語の募集、視聴

対

覚 町別人権問題学習会

象

(69町、延べ129



指標選定 人権教育の推進のため

の 理 由

最終年度 2020年度の参加人数から算出（平均）

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,970 2,027

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 1,970 2,027

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 1.4 1.5
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 3,518.5 3,518.5

人　員 会計年度（フル） 5,013.4 5,371.5

コスト 会計年度（パート） 0.

内

0 0.0

計 8,531

部

.9 8,890.0

市

評

民一人当たりの経費 0

価

.2 0.2

総額 10,

【

501.9 10,91

二

7.0

（単位：千円）

次

令和 5年度決算　事

】

業費の内訳

主な節 金額

2

内容

人権教育推進員謝

頁

礼680、人権教育リ

指

ーダー研修会講師謝礼

 

8
7節  報償費 68

標

8
 

学習会等の消耗品

 

71、食糧費1、人権

名

教育啓発ポスター等印

算

刷171
10節 需用

　

費 243

12節 委託

　

費 0

14節 工事請負

式

費 0

人権のまちづくり

単

推進会議の負担金80

位

0、企業人権教育推進

年

会議への補助
18節 

　

負担金補助及び交付金

　

950
金150

郵便料

度

16、人権教育啓発用

令

DVD購入73
その他

和

89
 

 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 町別人権問題学習会への参加

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 人権教育の推進のため

の 理 由

最終年度 2020年度の開催実績から算出

目標の根拠

指 標 名 部落差別をはじめ、あらゆる差別をなくす市民大集会

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 人権教育の推進のため

の 理 由

最終年度 2020年度の参加人数から算出

目標の根拠

指 標 名 人権教育講座への参加

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績



委

貢献しているか 有効

・

託

行政内部の管理上の課

費

題解決に貢献している

1

か

・事業の目的が達成

4

できるような事業内容

節

になっているか

区や公

 

民館等のブロックで、

工

人権問題学習会が定着

事

し、人権問題への理解

請

が深まっている。人権

負

のまちづくり

推進会議

費

へ負担金、企業人権教

1

育推進会へ補助金を交

8

付し、各会で人権教育

節

研修会等への活動支援

 

や「部落差
評   価

負

別をはじめあらゆる差

担

別をなくす市民大集会

金

」の活動を支援してい

補

る。市民が求める人権

助

課題を把握しながら
コ

及

メント
自分事として人

び

権教育を考え、行動で

交

きるように努めている

付

。

・成果を落とさずに

金

コストを削減する方法

そ

はあるか

効 率 性 ・

の

効率性向上に努めてい

他

るか やや向上

・使用料

Ｃ

などの受益者負担や補

Ｈ

助対象事業の範囲など

Ｅ

、財源確保の余地はな

Ｃ

いか

各会等への必要な

Ｋ

経費は、市民の人権意

個

識の高揚を図るために

別

は必要である。

評  

評

 価

コメント

振り返り

価

（決算年度の取組み課

項

題）

人権課題・問題が

目

、時代とともに多様化

評

、複雑化してきており

価

、市民のニーズ・関心

観

がある人権問題を把握

点

することが必

要である

評

。また、各会で開催す

価

る研修会や「部落差別

内

をはじめあらゆる差別

容

をなくす市民大集会」

・

の開催内容（テーマ）

市

等の工夫が必要である

民

。

の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

人権教育推進員謝礼6

令

80、人権教育リーダ

和

ー研修会講師謝礼8
7

 

節  報償費 688

学

6

習会等の消耗品92、

年

食糧費7、人権教育啓

度

発資料等印刷178
1

当

0節 需用費 277

1

初

2節 委託費 0

14節

予

 工事請負費 0

人権の

算

まちづくり推進会議の

　

負担金800、企業人

事

権教育推進会議への補

業

助
18節 負担金補助

費

及び交付金 950
金1

の

50

郵便料35、人権

内

教育啓発用DVD購入

訳

77
その他 112

ＣＨ

主

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

な

価観点 評価内容

・市民

節

の生命・財産を守るた

金

め市が実施することが

額

必要不可欠な事業であ

内

るか

・行政内部の管理

容

運営上必要な事業であ

7

るか

必 要 性 ・市が

節

主体となり実施すべき

 

事業か 必要不可欠

・法

 

的な根拠や公的関与の

報

妥当性はあるか

・目的

償

は結果（施策の目指す

費

理想）に結びついてい

1

るか

地域、企業、各団

0

体等が積極的、自主的

節

に人権教育を推進する

 

ために、市民の人権意

需

識の高揚を図ることが

用

必

要である。
評   

費

価

コメント

・事業の成

1

果は上がっているか

・

2

目標に対する達成度は

節

十分か

有 効 性 ・市

 

民生活上の課題解決に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂市人権政策推進基本方針に基いて、差別をなくす 市民の人権意識の向上に努めることは重要

内

な課題であ

学習集機会

部

の提供をおこなってい

評

る。差別意識の解消 る

価

。会議等を通し、家庭

【

、学校、地域、企業、

二

団体の

に向けて身近な

次

話題を住民と考え取り

】

上げる、また学 連携を

4

深め、人権問題に全体

頁

で取り組む共通意識の

Ａ

醸

校間や地域と連携・

Ｃ

推進していくことは重

Ｔ

要である。 成を強化す

Ｉ

る必要がある。

外部評

Ｏ

価

次年度以降の方向性

Ｎ

外部評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

につながる学 を行い、

規

対象地域児童・生徒の

完

差別撤廃につながる学

了

力の向上と、差別に立

事

ち向かう自覚と人権尊

業

重の意識 力の向上と、

ゼ

差別に立ち向かう自覚

ロ

と人権尊重の意識

を高

予

める。高校生等学級で

算

は、解放学習の積み重

事

ねに を高めることがで

業

きた。高校生等学級で

担

は、解放学習

よる実践

当

力を培うことができた

者

。 の積み重ねによる実

全

践力を培うことができ

体

た。

令和 6年度　予

計

定 令和 7年度　予定

画

・解放子ども会等運営

経

委員会の開催

・須坂市

費

本郷地区高校生等学級

区

へ指導者を派遣し、解

分

放学習の積み重ねによ

内

る実践力を培う。

線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 森　まゆみ

全体計画 経費区分 － 内線 3632

事務事業名 4332 解放子ども会等推進事業

所　　属 300400 教育委員会事務局・人権同和教育課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100803 教育費・人権同和教育費・社会人権同和教育費
科目

事業 020000 解放子ども会等推進事業

事業目的 事業概要・効果 

何が差別であるかを見抜く力をつけるための基礎学習 児童生徒が、部落差別をはじめさまざまな差別の問題

と他者への思いやりを学び人権尊重の意識を高めるた 解決に向けて、差別を見抜き、差別に負けず、差別を

めの解放学習を行う。 なくす力をつけることを目指して、小中学生を対象に

解放子ども会活動を

内

推進する。

ＰＬＡＮ－

部

ＤＯ

年度実績及び予定

評

令和 2年度　実績 令

価

和 3年度　実績

解放

【

子ども会に指導者を派

二

遣し、基礎学習と解放

次

学習 解放子ども会に指

】

導者を派遣し、基礎学

1

習と解放学習

を行い、

頁

対象地域児童・生徒の

令

差別撤廃につながる学

和

を行い、対象地域児童

　

・生徒の差別撤廃につ

６

ながる学

力の向上と、

年

差別に立ち向かう自覚

度

と人権尊重の意識 力の

　

向上と、差別に立ち向

行

かう自覚と人権尊重の

政

意識

を高めることがで

評

きた。高校生等学級で

価

は、解放学習 を高める

事

。高校生等学級では、

業

解放学習の積み重ねに

別

の積み重ねによる実践

シ

力を培うことができた

ー

。 よる実践力を培うこ

ト

とができた。

令和 4

実

年度　実績 令和 5年

計

度　実績

解放子ども会

対

に指導者を派遣し、基

象

礎学習と解放学習 解放

評

子ども会に指導者を派

価

遣し、基礎学習と解放

対

学習

を行い、対象地域

象

児童・生徒の差別撤廃



8

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.2 0.1
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 716.2 358.1

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,419.9 1,061.8

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,699.9 1,149.8

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

解放子ども会指導者謝礼212
7節  報償費 212

事務用消耗品5
10節 需用費 5

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

解放子ども会活動

内

補助金39
18節 負

部

担金補助及び交付金 3

評

9

解放子ども会児童・

価

生徒、高校生等学級生

【

徒及び指導者のスポー

二

ツ安全保
その他 24

険

次

料24

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 280 88

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 280 8



委

ているか

解放子ども会

託

等で、解放学習を継続

費

することで、差別にう

1

ちかつ力を育成できる

4

。

評   価

コメント

節

・成果を落とさずにコ

 

ストを削減する方法は

工

あるか

効 率 性 ・効

事

率性向上に努めている

請

か やや向上

・使用料な

負

どの受益者負担や補助

費

対象事業の範囲など、

1

財源確保の余地はない

8

か

同和地区の児童・生

節

徒及び高校生等が、部

 

落差別への自覚と展望

負

をもって差別にうちか

担

つ力の育成と基礎学力

金

の向上を図る解放子ど

補

も会等であるが、学習

助

したいと希望する本人

及

や保護者が少ない。
評

び

   価

コメント

振り

交

返り（決算年度の取組

付

み課題）

同和地区の児

金

童・生徒及び高校生等

そ

が、部落差別への自覚

の

と展望をもって差別に

他

うちかつ力の育成と基

Ｃ

礎学力の向上を図

る解

Ｈ

放子ども会等であるが

Ｅ

、学習したいと希望す

Ｃ

る本人や保護者が少な

Ｋ

い。現在、学習してい

個

る本人・保護者の強い

別

継続

希望があるが、対

評

象地区に児童・生徒は

価

いるが希望しない現状

項

がある。

目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

解放子ども会及び高校

令

生学級指導者謝礼75

和

7節  報償費 75

事

 

務用消耗品5
10節 

6

需用費 5
 

12節 委

年

託費 0

14節 工事請

度

負費 0

18節 負担金

当

補助及び交付金 0

解放

初

子ども会高校生等学級

予

生徒及び指導者のスポ

算

ーツ安全保険料8
その

　

他 8

ＣＨＥＣＫ

個別評

事

価

項目 評価観点 評価内

業

容

・市民の生命・財産

費

を守るため市が実施す

の

ることが必要不可欠な

内

事業であるか

・行政内

訳

部の管理運営上必要な

主

事業であるか

必 要 

な

性 ・市が主体となり実

節

施すべき事業か 高い

・

金

法的な根拠や公的関与

額

の妥当性はあるか

・目

内

的は結果（施策の目指

容

す理想）に結びついて

7

いるか

同和地区の児童

節

・生徒及び高校生等が

 

、解放子ども会等で学

 

習したいと希望する本

報

人の意欲と学習してほ

償

しい

と希望する保護者

費

の意欲がある限り継続

1

する。
評   価

コメ

0

ント

・事業の成果は上

節

がっているか

・目標に

 

対する達成度は十分か

需

有 効 性 ・市民生活

用

上の課題解決に貢献し

費

ているか 有効

・行政内

1

部の管理上の課題解決

2

に貢献しているか

・事

節

業の目的が達成できる

 

ような事業内容になっ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

義務教育対象者が不在となり基礎学習は休止。 義務教育対象者は不在となり基礎学習は休止となるが

内

解放子ども会で学ぶ高

部

校生等の自主性を尊重

評

し、差別 、解放子ども

価

会で学ぶ高校生等の自

【

主性を尊重し、差

に立

二

ち向かう力の育成及び

次

人権尊重の意識向上を

】

を図 別に立ち向かう力

4

の育成及び人権尊重の

頁

意識向上をを

るため継

Ａ

続し 図るため継続し

て

Ｃ

取り組む。 て取り組む

Ｔ

。

外部評価

次年度以降

Ｉ

の方向性

外部評価コメ

Ｏ

ント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

する。

規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田　明子

全体計画 経費区分 － 内線 3630

事務事業名 4327 公民館人権教育推進事業

所　　属 130600 社会共創部・生涯学習推進課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100804 教育費・人権同和教育費・公民館人権同和教育費
科目

事業 010000 公民館人権教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

地域住民一人ひとりが人権問題を共通の課題として理 人権教育の必要性は益々大きくなってきている。同和

解し、部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくす 問題をはじめあらゆる差別をなくし、住みよい暮らし

意識の高揚を図る。 よい地域社会を築くため、町別人権問題学習会の支援

及び公民館が行う学級・講

内

座等で取り組み、人権

部

教育

学習の充実を図り

評

、市民の人権問題学習

価

への関心を高

めていく

【

必要がある。

人権問題

二

学習会に参加する人が

次

増えることによって、

】

市民の人権尊重への意

1

識が高まる。

ＰＬＡＮ

頁

－ＤＯ

年度実績及び予

令

定

令和 2年度　実績

和

令和 3年度　実績

人

　

権感覚の高揚を図るた

６

め、町別人権問題学習

年

会を支 人権感覚の高揚

度

を図るため、町別・ブ

　

ロック別人権問

援する

行

。 題学習会を支援する

政

。

令和 4年度　実績

評

令和 5年度　実績

人

価

権感覚の高揚を図るた

事

め、町別・ブロック別

業

人権問 人権感覚の高揚

別

を図るため、町別・ブ

シ

ロック別人権問

題学習

ー

会を支援する。 題学習

ト

会を支援する。

令和 

実

6年度　予定 令和 7

計

年度　予定

人権感覚の

対

高揚を図るため、町別

象

・ブロック別人権問 人

評

権感覚の高揚を図るた

価

め、町別・ブロック別

対

人権問

題学習会を支援

象

する。 題学習会を支援



源 1,354 1,530

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.5 0.5
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 1,790.5 1,790.5

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,494.2 2,494.2

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,848.2 4,024.2

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費30 食糧費34
10節 需用費 64

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

人権同和

内

教育分館活動費交付金

部

1,290 
18節 

評

負担金補助及び交付金

価

1,290

その他 0

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,354 1,530

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

人権への配慮や様々な

託

人権問題について学習

費

を深めることができた

1

。
評   価

コメント

4

・成果を落とさずにコ

節

ストを削減する方法は

 

あるか

効 率 性 ・効

工

率性向上に努めている

事

か 変わらない

・使用料

請

などの受益者負担や補

負

助対象事業の範囲など

費

、財源確保の余地はな

1

いか

常にコスト削減に

8

ついて心がけていきた

節

い。

評   価

コメン

 

ト

振り返り（決算年度

負

の取組み課題）

コロナ

担

禍が明け、事業を継続

金

していくことが必要と

補

感じる。

助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼20
7節  

令

報償費 20

消耗品費等

和

122
10節 需用費

 

122

12節 委託費

6

0

14節 工事請負費

年

0

人権同和教育分館活

度

動費交付金等1,38

当

4　
18節 負担金補

初

助及び交付金 1,38

予

4

役務費4
その他 4

Ｃ

算

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

　

評価観点 評価内容

・市

事

民の生命・財産を守る

業

ため市が実施すること

費

が必要不可欠な事業で

の

あるか

・行政内部の管

内

理運営上必要な事業で

訳

あるか

必 要 性 ・市

主

が主体となり実施すべ

な

き事業か 必要不可欠

・

節

法的な根拠や公的関与

金

の妥当性はあるか

・目

額

的は結果（施策の目指

内

す理想）に結びついて

容

いるか

市民一人ひとり

7

が人権問題を理解し、

節

部落差別をはじめとす

 

るあらゆる差別をなく

 

す意識の高揚を図る。

報

評   価

コメント

・

償

事業の成果は上がって

費

いるか

・目標に対する

1

達成度は十分か

有 効

0

 性 ・市民生活上の課

節

題解決に貢献している

 

か 普通

・行政内部の管

需

理上の課題解決に貢献

用

しているか

・事業の目

費

的が達成できるような

1

事業内容になっている

2

か

部落差別問題をはじ

節

め、新型コロナウイル

 

ス感染症や性自認など



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

同和問題をはじめあらゆる差別をなくし、住みよい暮 市民一人ひとりや地域社会全体の人権課題

内

の解決に向

らしよい地

部

域社会を築くため、町

評

別人権問題学習会の け

価

て、継続的取組みが必

【

要

支援等を図り市民の

二

人権意識を高める

外部

次

評価

次年度以降の方向

】

性

外部評価コメント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


